


情報公開等…順次

入力数 57 字

Ⅳ.実行団体の募集

Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期

コロナ禍による自粛で途切れた助け合い活動を補い、復活させ、コロナ禍で孤立を実感した人々を引き込み、発展させる活動 2020年7月～2021年6月

（「制限付きの居場所」、「訪問助け合い」、「電話による見守り」、「訪問」、「買い物代行」、「弁当配布」等）

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期

・事前評価・事後評価の実施についての支援

・事業の実施状況・取組事例の共有に資する情報公開等

・月１回の実施状況の確認と事業実施に関する助言等

・各地域の生活支援コーディネーター、協議体及びさわやかインストラクター（2020年6月現在、全国で135名）との連携に関する支援

事前評価…2020年7月～8月

事後評価…2021年7月～8月

その他…随時

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

５０団体への助成を通して、地域の助け合いを回復・発

展させる。

(1)活動創出数

(2)参加者数/参加者の属性

(1)活動創出数のカウント

(2)参加者数及びその属性のカウント

(1)50

(2)支援時点からの参加者数の増加及び

参加者の多様化

2021年6月

(3)申請数確保に向けた工夫
当財団のホームページおよびチラシ等において、公募を周知します。また、当財団が平時から行っている事業により構築したネットワーク（生活支援コーディネー

ター、協議体、さわやかインストラクター、全国の中間支援組織、等）を通じ、各地域の団体に活動の呼びかけを行います。

(4)予定する審査方法

 (審査スケジュール、審査

構成、留意点等）

審査スケジュール：(1)公募：７月上旬 (2)審査：７月中旬 (3)結果発表：７月下旬

審査構成：当財団の理事及び職員（各都道府県を担当する地域助け合い推進担当リーダー）

(1)メンバー構成と各メンバーの役割
当該事業の運営部門を担う事務局長及び経理担当１名、実行団体への伴走支援を実施する都道府県単位の担当者、それらの活動を補佐する職員１名で構成さ

れます。

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態

全国の支援地域において、地域の助け合い活動が回復し、継続的に取り組まれ、より多くの人々が助け合い活動に参加する状態

(1)採択予定実行団体数 50団体 (２) １実行団体当たり助成金額 100万円

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合

その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）

を受けていない。
無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制 全国の生活支援コーディネーター、協議体、さわやかインストラクター、中間支援団体等との連携

(3)想定されるリスクと管理体制
リスク：第２波のコロナ禍による実行団体の活動制限・休止のリスク

管理体制：リスク発生時の対策として、コロナ禍に対応した新たな助け合い活動への助言の実施

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①コロナウイルス感染症に係る事業

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績

・伴走支援：全国の生活支援コーディネーターがその役割を適切に遂行できるよう、情報交換会や研修会、助け合い活動の視察実施の支援や、市町村等への助け合い推進フォーラムや実践のための

勉強会、住民ワークショップ、支え手創出に向けた取り組み支援、戦略会議の開催支援などを通じて必要な情報やノウハウについて、８名の職員が５年間で約3100回出張し情報提供しています。

・調査研究：『いわゆる有償ボランティアのボランティア性』『居場所ガイドブック』『助け合い大全’19提言編』等を作成し、全国助け合い活動関係者に対し支援、提言を行っています。

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予

定も含む）
有 無

有の場合

その詳細

寄付を受け、助け合い活動（「被害の補填」

及び「不便等解消のための新活動」）へ助成

「連合・愛のカンパ助成金」：日本労働組合総連合会の助成金を活用して、地域での助け合い活動を目指す団体・組織の設立や、新規事業の立ち上げを初期運営資金面から支援しています（2019年

度実績 37団体）。住民組織・非営利の市民団体の活動を対象とし、生活支援コーディネーターや協議体との連携による新たな助け合い創出が促進されるよう、全国に働きかけています。東日本大

震災及び熊本地震の際には 義援金を集め被災地の復興を支援しました


